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ることができると考えて良い。さらに、これらとは別に、当初の消費貸借の裏で貸主
によって反対取引が行なわれる場合において、借主が、当事者が定めた返還の日より
前に返還したとき、貸主は、その反対取引の再構築価格の支払をしなければならない
こととなり、その再構築価格の支払について、貸主は、選択的に、損害賠償を請求す
ることができると考えられる（46）。また、この場合の損害賠償については、消費貸借に
おいて、どのような場合に損害賠償をするか、および、どのようにその損害額を算定
するかについて、定めをすることができると考えるべきである（47）。なお、債務不履行
による損害賠償でないため、改正後の民法 420 条の適用を受けるものではないと考え
られる。

ることになる。このことについては、債権法研究会・前掲注（16）482 頁（三上）が、「旧興長
銀や信託銀行の長期資金の金銭消費貸借契約書には期限前弁済時には残高の 2％を手数料と
して支払うという条項があったが、これは通常高利になる長期資金も、返済期限が近づくと
信用リスクが下がるので（……）より低利の短期融資への乗換えを誘発する懸念があり、こ
れを許していたら初期に引受けていた高い信用リスクの対価が回収できないからである」と
するところを参照。

（46）� 前述（２（５）。特に注（30））した諾成的消費貸借についての考え方と同じである。
（47）� 中田・前掲注（7）364 頁は、「損害賠償についての特約の効力は、一般的規律（［改正後の民

法］90 条、消費［者］契約［法］10 条）に服するが（……）、その判定の際も、新［改正後
の民法］591 条 3 項の上記の趣旨［改正後の民法 591 条 3 項は、同 136 条 2 項の特則である
こと、諾成的消費貸借の解除の場合の規律と整合的に解釈すべきこと、および、損害の発生
及びその額、並びに期限前返還と損害の因果関係を貸主が証明することが必要なことを指す
ものと思われる］を十分考慮すべきである」とする。

─ 75 ─

金融法務研究会第２分科会の開催および検討事項

第 69 回（平成 27 年７月 29 日）
・　民法（債権関係）改正に伴う金融実務における法的課題（事務局）
・　個別分担テーマの選定およびフリー・ディスカッション

第 70 回（平成 27 年 11 月 17 日）
・　債権法改正による保証の規律の変化と金融実務（山下純司委員）
・　民法（債権関係）改正における消費貸借に関する検討課題（山田誠一主査）

第 71 回（平成 28 年２月５日）
・　民法（債権関係）改正における債権譲渡に関する検討課題（加毛明研究員）
・　相殺に関する民法改正法案下の解釈問題――差押えと相殺、債権譲渡と相殺をめぐっ

て（沖野眞已委員）

○�会合の回は、平成 11 年からの通番。

� 以　　上

（参考）
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金融法務研究会委員

顧　　問� 青　山　善　充� 東京大学名誉教授

運営委員� 岩　原　紳　作� 早稲田大学大学院法務研究科教授
（座　長）

運営委員� 神　田　秀　樹� 学習院大学大学院法務研究科教授
（第１分科会主査）

運営委員� 山　田　誠　一� 神戸大学大学院法学研究科教授
（第２分科会主査）

運営委員� 森　下　哲　朗� 上智大学法科大学院教授
（第１分科会幹事）

運営委員� 沖　野　眞　已� 東京大学大学院法学政治学研究科教授
（第２分科会幹事）

委　　員� 中　田　裕　康� 早稲田大学大学院法務研究科教授

� 神　作　裕　之� 東京大学大学院法学政治学研究科教授

� 松　下　淳　一� 東京大学大学院法学政治学研究科教授

� 山　下　純　司� 学習院大学法学部法学科教授

研　究　員� 加　藤　貴　仁� 東京大学大学院法学政治学研究科教授

� 加　毛　　　明� 東京大学大学院法学政治学研究科准教授

� （平成 30 年３月時点）
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金融法務研究会第２分科会委員
（平成 27年度）

座　　　長　　岩　原　紳　作　　早稲田大学大学院法務研究科教授

主　　　査　　山　田　誠　一　　神戸大学大学院法学研究科教授

委　　　員　　沖　野　眞　已　　東京大学大学院法学政治学研究科教授

　　　　　　　山　下　純　司　　学習院大学法学部法学科教授

研　究　員　　加　毛　　　明　　東京大学大学院法学政治学研究科准教授

オブザーバー　藤　原　彰　吾　　みずほフィナンシャルグループ法務部
　　　　　　　　　　　　　　　　法務第一チーム次長（現�みずほ銀行法務部副部長）

　　　　　　　森　永　雅　彦　　みずほフィナンシャルグループ法務部
　　　　　　　　　　　　　　　　法務第一チーム次長（現�みずほ銀行佐賀支店長）

　　　　　　　小　川　　　歩　　みずほフィナンシャルグループ法務部
　　　　　　　　　　　　　　　　法務第一チーム調査役（現�みずほ銀行法務部参事役）

　　　　　　　永　田　香　織　　みずほフィナンシャルグループ法務部
　　　　　　　　　　　　　　　　法務第一チーム調査役（現�みずほ銀行法務部調査役）

　　　　　　　伊　藤　彰　志　　みずほフィナンシャルグループ企画管理部
　　　　　　　　　　　　　　　　�全銀協会長行室調査役
　　　　　　　　　　　　　　　　（現�みずほフィナンシャルグループ監査業務部
　　　　　　　　　　　　　　　　　 �企画チーム調査役）

事　務　局　　渡　邉　俊　之　　全国銀行協会業務部長
　　　　　　　　　　　　　　　　（現�同協会企画部長）

　※本報告書のテーマ検討期間における検討メンバー。



─ 76 ─

金融法務研究会委員

顧　　問� 青　山　善　充� 東京大学名誉教授

運営委員� 岩　原　紳　作� 早稲田大学大学院法務研究科教授
（座　長）

運営委員� 神　田　秀　樹� 学習院大学大学院法務研究科教授
（第１分科会主査）

運営委員� 山　田　誠　一� 神戸大学大学院法学研究科教授
（第２分科会主査）

運営委員� 森　下　哲　朗� 上智大学法科大学院教授
（第１分科会幹事）

運営委員� 沖　野　眞　已� 東京大学大学院法学政治学研究科教授
（第２分科会幹事）

委　　員� 中　田　裕　康� 早稲田大学大学院法務研究科教授

� 神　作　裕　之� 東京大学大学院法学政治学研究科教授

� 松　下　淳　一� 東京大学大学院法学政治学研究科教授

� 山　下　純　司� 学習院大学法学部法学科教授

研　究　員� 加　藤　貴　仁� 東京大学大学院法学政治学研究科教授

� 加　毛　　　明� 東京大学大学院法学政治学研究科准教授

� （平成 30 年３月時点）

─ 77 ─

金融法務研究会第２分科会委員
（平成 27年度）

座　　　長　　岩　原　紳　作　　早稲田大学大学院法務研究科教授

主　　　査　　山　田　誠　一　　神戸大学大学院法学研究科教授

委　　　員　　沖　野　眞　已　　東京大学大学院法学政治学研究科教授

　　　　　　　山　下　純　司　　学習院大学法学部法学科教授

研　究　員　　加　毛　　　明　　東京大学大学院法学政治学研究科准教授

オブザーバー　藤　原　彰　吾　　みずほフィナンシャルグループ法務部
　　　　　　　　　　　　　　　　法務第一チーム次長（現�みずほ銀行法務部副部長）

　　　　　　　森　永　雅　彦　　みずほフィナンシャルグループ法務部
　　　　　　　　　　　　　　　　法務第一チーム次長（現�みずほ銀行佐賀支店長）

　　　　　　　小　川　　　歩　　みずほフィナンシャルグループ法務部
　　　　　　　　　　　　　　　　法務第一チーム調査役（現�みずほ銀行法務部参事役）

　　　　　　　永　田　香　織　　みずほフィナンシャルグループ法務部
　　　　　　　　　　　　　　　　法務第一チーム調査役（現�みずほ銀行法務部調査役）

　　　　　　　伊　藤　彰　志　　みずほフィナンシャルグループ企画管理部
　　　　　　　　　　　　　　　　�全銀協会長行室調査役
　　　　　　　　　　　　　　　　（現�みずほフィナンシャルグループ監査業務部
　　　　　　　　　　　　　　　　　 �企画チーム調査役）

事　務　局　　渡　邉　俊　之　　全国銀行協会業務部長
　　　　　　　　　　　　　　　　（現�同協会企画部長）

　※本報告書のテーマ検討期間における検討メンバー。
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金融法務研究会報告書一覧

発行年月 報　告　書　名 巻数
1996.2 各国銀行取引約款の検討−そのⅠ　各種約款の内容と解説− （1）
1999.3 各国銀行取引約款の比較−各国銀行取引約款の検討　そのⅡ− （2）

以下、第１分科会と第２分科会とに分けて研究を行う。

第１分科会
発行年月 報　告　書　名 巻数
2000.4 チェック・トランケーションにおける法律問題について （3）
2002.4 金融機関のグループ化と守秘義務 （5）
2002.10 チェック・トランケーション導入にあたっての法的課題の再検証 （7）
2004.7 社債管理会社の法的問題 （9）
2005.9 電子マネー法制 （11）
2006.10 金融持株会社グループにおけるコーポレート・ガバナンス （13）
2008.5 金融機関の情報利用と守秘義務をめぐる法的問題 （16）
2010.6 金融機関における利益相反の類型と対応のあり方 （17）
2012.9 金融取引における信用補完に係る現代的展開 （20）
2013.7 有価証券のペーパレス化等に伴う担保権など金融取引にかかる法的諸問題 （22）
2013.12 金融規制の観点からみた銀行グループをめぐる法的課題 （23）
2014.9 金融商品の販売における金融機関の説明義務等 （24）
2016.3 金融グループにおける証券関連業務を巡る諸問題 （27）
2017.3 金融持株会社によるグループガバナンスの方向性および法規制上の論点

の考察
（29）

2018.3 デリバティブ取引に係る諸問題と金融規制の在り方 （31）

第２分科会
発行年月 報　告　書　名 巻数
2002.5 消費者との銀行取引における法律問題について （4）
2002.4 金融取引における「利息」概念についての検討 （6）
2003.10 預金の帰属 （8）
2004.9 債権・動産等担保化の新局面 （10）
2005.9 最近の預金口座取引をめぐる諸問題 （12）
2006.10 担保法制をめぐる諸問題 （14）
2008.3 銀行取引をめぐる消費者保護の現代的展開 （15）

─ 79 ─

2010.6 動産・債権譲渡担保融資に関する諸課題の検討 （18）
2012.6 預金債権の消滅等に係る問題 （19）
2013.2 相殺および相殺的取引をめぐる金融法務上の現代的課題 （21）
2015.1 近時の預金等に係る取引を巡る諸問題 （25）
2015.12 金融取引における約款等をめぐる法的諸問題 （26）
2016.3 銀行取引と相続・資産承継を巡る諸問題 （28）
2017.3 金融商品・サービスの提供、IT 技術の進展等による金融機関の責任範

囲を巡る諸問題
（30）

2018.3 民法（債権関係）改正に伴う金融実務における法的課題 （32）
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